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第 章 みどりの将来像と目標 

３－１．みどりの将来像 
瑞穂町は、古くから農作地帯として開けた歴史があり、狭山丘陵をはじめとする豊かなみど

りがあります。人とこれらのみどりは、良好なパートナーシップのもとに成長を重ねてきまし

た。 

しかし、近年では担い手不足等による耕作放棄地＊の増加、樹林地の荒廃、河川の水質悪化、

外来種の移入等により、みどりの質の低下が懸念されています。 

こうした中、近年では自然環境が有する機能を都市が抱える課題の解決に活用するグリーン

インフラへの取組や、国連サミットで採択された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への取組な

ど、新たな視点によって自然環境の保全や、身近なみどりの保全・創出が進められています。 

現在、町では、第 5次瑞穂町長期総合計画の将来像である「すみたいまち つながるまち あ

たらしいまち ～“そうぞう”しよう みらいにずっとほこれるみずほ～」のもと、また、瑞穂

町都市計画マスタープランの都市づくりの目標である「新たな流れを創出する都市 瑞穂 ～

未来都市構想～」のもと、総合的にみどりのあるまちづくりを進めてきています。 

本計画では、前計画の理念および上位計画の取組等を踏まえつつ、現在の社会情勢等に対応

し、安全・安心な都市の形成、人々の生活に寄り添う身近なみどりの質の向上に努めます。ま

た、減少するみどりの抑制に努めるとともに、現存するみどりの機能を最大限活用し、まちと

みどりが調和する、魅力的なまちを形成していきます。 
 
 

 

 

 

 

 

  

みどりの将来像 
 

みらいにずっとほこれる  

“みどり”あるまち   
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３－２．みどりの将来構造 

（１）みどりの配置方針 

みどりの将来像の実現に向けて、市内のみどりを保全するとともに、みどり豊かな都市環境

を形成し、それらの連続性をはかるという観点からみどりの配置方針を設定します。 

 
 

拠 

点 

みどりの広域的 
環境保全・活用拠点 

 

狭山丘陵は、瑞穂町および周辺の自治体を含む広域的に中
心的なみどりであり、生物多様性や都市環境保全機能のほ
か、景観等の機能を保全し、町民の自然とのふれあいの場
となる広域的な視点から拠点として位置付けます。 

みどりの 
環境保全・活用拠点 

 

都市環境の保全や防災、生物多様性などの機能をもつみど
りを保全するとともに、町民の憩いの場となるようみどり
の保全や活動の拠点として位置づけます。 

みどりの地域拠点 

 

町民が日常生活で身近に感じ地域に多く分布するなど、地
域を特徴づけるみどりについて、今後も町民の生活の一部
となる親しみのある拠点として位置づけます。 

軸 

水とみどりの 
ネットワーク軸 

 

町内の良好な樹林地や農地、水辺の環境、市街地の公園や
街路樹等によってみどりの連続性が確保され、今後も保
全・活用が求められる軸を、水とみどりのネットワーク（エ
コロジカル・ネットワーク）として位置づけます。 

交流・回遊軸 都市を回遊する歩行空間・動線について、心地よい空間づ
くりに資するみどりの保全、適切な維持管理を推進する軸
として位置づけます。 

ゾ
ー
ン 

みどりの保全ゾーン 

 

市街化調整区域は、狭山丘陵をはじめ樹林地や農地等から
形成されている里山が多く残り、良好な自然環境を形成し
ており、これらの環境を引き続き保全していくゾーンとし
て位置づけます。 

みどりの創出ゾーン 

 

新たなまちづくりが進行する地域や今ある市街地におい
ては、町民の豊かな暮らしの実現に向けて、計画的にみど
りの形成・創出を推進するゾーンとして位置づけます。 

ふれあいみどりゾーン 

 
広大な横田基地をひとつのみどりの資源として捉え、町の
貴重なみどりのオープンスペースとして位置づけます。 

  

＜拠点・軸・ゾーンの考え方＞ 
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（２）みどりの将来構造 

みどりの将来像の実現に向け、町内に分布する多種多様なみどりについて、みどりの配置方

針を町内に展開することで、みどりの将来構造を設定します。 

 

 

  

＜みどりの将来構造図＞ 
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３－３．みどりの基本方針 
みどりの現況・課題をふまえ、将来像を実現していくための取組の柱として、5 つの基本方

針を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ みどりあふれる快適な生活を営むには、町で生活する私たちが主体となり、自ら行動す
ることが不可欠です。町民と企業、行政といった多様な主体が協力し、みどりあふれる
快適な生活のあるまちを実現するために、みどりの重要性への認識を深め、協力体制を
創り、自発的な活動の機会の創出や後押しをするしくみづくりを進めていきます。 

■ みどり豊かで美しく快適な街並みの形成に向けて、公共公益施設や住宅地、商店街、工
場などの場所や施設の特徴を生かした緑化について、町民と企業と行政が協力し合い
ながら進めていきます。 

■ 市街化区域のまちなかでは、既存の植栽帯や街路樹などを生かし、町民に身近なみどり
として既存のみどりをまもり、ふやしていけるよう努めます。 

■ 狭山丘陵をはじめ、公園・緑地・道路の緑化や遊歩道整備、河川の親水整備などにより
みどりをつなぎ、レクリエーションの利用の向上をはかるとともに、歩行者の安全性の
確保や防災・減災機能の強化、さらに生物の移動経路などとなる水とみどりのネットワ
ーク（エコロジカル・ネットワーク）の形成を進めていきます。 

■ 町の中央から東部に連なる狭山丘陵や町西部の農地、町の中央から東へ流れる残堀川
などを瑞穂町のみどりの軸として捉え、この軸を中心として自然と人の営みが共生し
たみどりのまちづくりを進めていきます。 

■ 寺社境内地のみどりや屋敷林、農地などを守り、地域コミュニティの場として有効に活
用することにより、みどり豊かで潤いのある個性的なまちづくりを進めていきます。 

■ みどりの適正な維持・管理により、みどりの質の向上に努めます。 

■ 地域の身近なみどりの拠点となる公園・緑地などについて、土地区画整理事業等による
新たなまちづくりを通じ、地区が抱える課題を考慮した、バランスのとれた配置を進め
ていきます。 

■ レクリエーション利用や防災上の中心となる公園の整備を目指します。 

基本方針１ みどりを つくる 

基本方針２ みどりを まもり、いかす 

基本方針３ みどりを つなげる 

基本方針４ みどりを ふやす 

基本方針５ みどりを 広げるしくみを整える 
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３－４．計画の目標 
みどりのまちづくりを着実に展開していくため、その効果をはかる計画の目標を設定します。 
 

目標➀ みどり率 
将来に渡って守っていくべき既存のみどりと、今後新たに創出するみどりをあわせて、870ha

（みどり率 51.7％）を目指します。 

平成 25年から平成 30年のみどり率の推移をみると、5年間で約 3.9ha（0.2ポイント）の

減少となっており、今後も開発・土地利用転換によるみどりの減少が懸念されます。 

一方で、本計画にもとづく町内のみどりの保全や開発区域内の緑化・新たな公園整備などみ

どりをまもり・ふやす取組の見込みもあることから、みどりの総量としては概ね現状維持を目

標とします。 

 

 

 

 

目標② 定住理由の割合 
「自然環境が良い」ことを定住理由とする町民の割合 60％を目指します。 

瑞穂町住民意識調査の結果によると、「住み続けたい理由」として「自然環境が良い」が平成

11年調査から直近の令和元年調査にかけて、50％前後を示す最も多い回答となっています。良

質な自然環境の維持・創出をはかり、引き続き高水準の維持を目標とします。 

 

 

 

 

目標③ 公園ボランティアの登録活動数 
公園ボランティアの登録活動数個人 60人・団体等 10団体を目指します。 

平成 29 年以降徐々に活動団体の数が減少傾向にあります。今後更に町民など多様な主体に

よる協働の取組の必要性が高まっていくと予想されることから、意識啓発活動等を通して活動

数の増加を目標とします。 

 

 

  

都市計画区域面積に対し、 
約 866ha みどり率 51.5％ 

現状値（平成 30年調査） 
都市計画区域面積に対し、 

約 870ha みどり率 51.7％ 

目標値（令和 22年度） 

住み続けたい理由 
『自然環境が良い』54.4％ 

現状値（令和元年調査） 
住み続けたい理由 

『自然環境が良い』60％ 

目標値（令和 22年度） 

公園ボランティアの登録活動数 
個人 48人 

団体等 8団体 

現状値（令和３年） 
公園ボランティアの登録活動数 

個人 60人 
団体等 10団体 

目標値（令和 22年度） 
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第 章 将来像実現のための取組 

４－１．施策の体系 
次のような施策体系のもとに、計画目標の達成・将来像の実現を目指します。 

 

 

 

 

 
施策方針１－１ 
公園・緑地等の確保 

 ➀ 新たな公園・緑地の整備 
② ポケットパークや遊び場等の整備 

施策方針１－２ 
公共施設緑地の確保 

 ➀ グランド・広場内の緑地の確保 

 

 

 
施策方針２－１ 
樹林地等の保全・活用 

 ➀ 狭山丘陵の計画的な保全・活用 
② 保存樹林地・保存屋敷林等の指定 
③ 長期安定化方策の検討 
④ 市民緑地制度の活用 

施策方針２－２ 
樹木等の保全・活用 

 ➀ 天然記念物となっている樹木の保全 
② 保存樹木等の指定 
③ 樹木の適正な維持管理 
④ 町民主体の保全活動への支援 

施策方針２－３ 
農地の保全・活用 

 ➀ 優良農地の保全・活用 

施策方針２－４ 
公園・緑地等の維持・活用 

 ➀ 公園・緑地等の質の向上 
② みどりの機能の強化 

施策方針２－５ 
新たな維持管理体制の導入 

 ➀ 多様な主体による管理の検討 

 

  

基本方針１ みどりを つくる 

基本方針２ みどりを まもり、いかす 

将来像  みらいにずっとほこれる “みどり ”あ るまち  
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施策方針３－１ 
水とみどりのネットワークの形成 

 ➀ 道路沿道の緑化の推進 
② 河川の保全・活用 

施策方針３－２ 
居心地がよい空間の形成 

 ➀ みどりとのふれあい環境づくり 
② 親水スポットの整備 

 

 

 
施策方針４－１ 
公共公益施設の緑化 

 ➀ 公園の緑化の推進 
② 郷土の自然に調和した公園づくり 
③ 公共公益施設の緑化の推進 
④ 町民参加による緑化の推進 

施策方針４－２ 
民有地の緑化 

 ➀ 地域性にあわせた緑化の推進 
② 新市街地における緑化の推進 
③ 町民による緑化活動への支援 

 

 

 
施策方針５－１ 
みどりの普及・啓発の推進 

 ➀ ＰＲの実施 
② 教育の推進 
③ みどりにふれる機会の創出 
④ 町民の緑化意識の啓発 

施策方針５－２ 
町民によるみどりのまちづくり 
の推進 

 ➀ 町民参加のためのしくみづくり 

② 担い手となる町民や活動団体の育成・支援 

施策方針５－３ 
支援体制の構築 

 ➀ 財源の充実 
② 緑化推進体制の強化 
③ みどりの調査・研究 

 

 

  

基本方針３ みどりを つなげる 

基本方針４ みどりを ふやす 

基本方針５ みどりを 広げるしくみを整える 
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４－２．施策の内容 

基本方針１ みどりをつくる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策① 新たな公園・緑地の整備 
市街地整備を伴う箇所については、設置基準・町民ニ

ーズにもとづく新たな公園・緑地等を整備し、地域の

方々が憩い・安らげる空間の確保に努めます。 

長期未着手・未整備となっている都市計画公園等につ

いては、その必要性も含めて再度検討を行うとともに早

期実現に向けた取組を推進します。また、必要に応じて

都市計画の変更等を行います。 

 
 

施策② ポケットパークや遊び場等の整備 
道路等の公共施設整備により創出される残地等を利

用したポケットパークや休憩スペース等の整備を推進

し、散歩途中の休憩など、気軽に利用できる身近な緑地

の確保に努めます。 

また、「瑞穂町宅地開発等指導要綱」にもとづき、民間

開発行為に対する公園等の整備を指導します。 

 
 

  

施策方針１－１ 公園・緑地等の確保 

町民の憩いの場・子どもたちの遊び場として、公園が不足する地域や新たな開発が行

われる場所等において、新しい公園・緑地の整備を進めます。 

基本方針１ みどりを つくる 

＜長岡公園＞ 

＜歩道脇の休憩スペース＞ 
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施策① グランド・広場内の緑地の確保 
既存のグランド・広場等については、緑地スペースの確保に努めます。また、町がグラン

ドや広場を整備する際には、主管課と調整し、「瑞穂町宅地開発指導要綱」に準じた緑地の確

保に努めます。 

 

  

施策方針１－２ 公共施設緑地の確保 

グランド・広場等の適切な維持管理・確保により、町民の活動的・健康的な生活を支

援します。 
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基本方針２ みどりをまもり、いかす 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策① 狭山丘陵の計画的な保全・活用 
都民が自然とふれあう場として整備を進めている野

山北・六道山公園については、東京都の進める公園整備

事業に協力し、事業の推進をはかります。 

狭山丘陵の周辺については、「瑞穂町環境基本条例」等

にもとづき、今後とも適正な開発指導と狭山丘陵の自然

環境の保全に努めます。 

 
 

施策② 保存樹林地・保存屋敷林等の指定 
樹林地、屋敷林等については、「瑞穂町樹木及び樹林地

の保存に関する条例」により保全に努めます。 

また、奨励金の交付等により、所有者の管理負担軽減

に努めます。 

 
 

  

施策方針２－１ 樹林地等の保全・活用 

樹林地など一団のみどりは、環境保全や生物多様性の確保等に大きく貢献しており、

まちの貴重な資源となっています。まちを彩る狭山丘陵の豊かなみどりや屋敷林・社寺

林等について、各種制度の運用により持続的なみどりとして保全・活用していきます。 

基本方針２ みどりを まもり、いかす 

＜野山北・六道山公園＞ 

＜保存樹林地＞ 



 

42 

 

施策③ 長期安定化方策の検討 
一団の樹林地や社寺林等については、長期的に安定した緑地とするため、「都市緑地法」に

もとづく緑地保全地域・特別緑地保全地区の指定による法的な担保性の向上について検討し

ます。また、将来にわたり保全すべき樹林地等について、公有地化等が可能であるか検討し

ます。 

 
 

施策④ 市民緑地制度の活用 
民有地の緑地等については、地域の人々が利用できる公開された緑地となるよう、「都市緑

地法」にもとづく市民緑地制度の活用を検討します。 

また、市民緑地の公開にあたっては、みどりの適切な管理に努めるとともに、利用しやす

いよう遊歩道等の設置について検討します。 
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施策① 天然記念物となっている樹木の保全 
五輪様の柿の木や多羅葉樹など町の天然記念物に指

定されている大樹について、今後とも町の歴史的なシン

ボルとして保全していきます。 

 
 
 
 

施策② 保存樹木等の指定 
歴史的樹木や市街地の貴重な大樹等については、「瑞穂町樹木及び樹林地の保存に関する条

例」にもとづく指定を行い、保全していきます。 

また、奨励金の交付等により、所有者の管理負担軽減に努めます。 

 
 

施策③ 樹木の適正な維持管理 
樹勢を維持するため、剪定等の適期・適切な管理を実施します。一方で、台風・強風等に

よる枝折れ災害、害虫の発生等を未然に防止するため、現地調査や管理者へのヒアリング等

を通して樹木の状態を定期的に確認し、伐採・植え替え計画の作成など適正な維持管理に努

めます。 

 
 

施策④ 町民主体の保全活動への支援 
まちなかのみどりをふやし、潤いある景観づくり・災害に強いまちづくりを進めるため、

町民が自発的に行う保全活動を支援します。 

維持管理に対する補助金を交付するなど、所有者の管理負担の軽減を検討することで、所

有者に対して保全への協力を要請していきます。 

 

  

施策方針２－２ 樹木等の保全・活用 

まちの歴史を伝える貴重な樹木などを次世代に引き継ぎ、まちの財産として守り育て

ていくため、町・町民・企業等が一丸となって保全・活用に取り組みます。みどりの保

全にあたっては、町民の安全確保を最優先としつつ、必要なみどりを見極め、維持管理

を行います。 

＜五輪様柿の木＞ 
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施策① 優良農地の保全・活用 
農業振興および農地の有効活用等についての相談対応や定期的な農地パトロール等を実施

するなど、農地の荒廃化の防止につながる適正な管理を促進します。 

また、農家自らが運営する体験農園や観光農園＊の開設を支援するなど、農地の利用促進を

はかります。 

耕作放棄地や遊休農地＊とならないよう、「農地中間管理機構＊」の活用による担い手への

農地集積や「農業経営基盤強化促進法」等にもとづく農地の流動化を進めるとともに、認定

農業者や新規就農者など意欲の高い担い手への営農支援を行います。 

市街化調整区域内の農地については、所有者の意向に十分配慮しながら、農地の流動化・

保全に努めます。やむを得ず開発を行う場合は、できる限り農地の保全に努めるとともに、

周囲の環境と調和するよう、計画的かつ適正な農地の保全・活用策を検討します。 

市街化区域内の農地については、景観・環境・防災など多面的な機能をもつまちなかの貴

重なみどりとして適正に管理されるよう指導するとともに、「生産緑地制度＊」の導入につい

ても検討し、保全・活用を推進していきます。 

 
 
 

  

施策方針２－３ 農地の保全・活用 

後継者問題や土地活用など農地が抱える課題は様々あり、また、十分な利用がされて

いない農地は、まちの安全性や活力の低下を招いてしまう懸念があります。そのため、

優良農地の維持と更なる活用を推進します。 

＜町内の農地＞ 



 

45 

 

 

 

 

 

 

 

施策① 公園・緑地等の質の向上 
障がいの有無、年齢、性別等に関わらず多様な人々が 

利用しやすい公園となるよう、公園施設のバリアフリー＊ 

化・ユニバーサルデザイン＊化を進めます。 

また、定期的な樹木剪定や草刈り、病害虫措置等を行

い、安全安心で快適に利用できる空間づくりを推進しま

す。 

 
 

施策② みどりの機能の強化 
みどりがもつ 5つの機能（環境保全機能、レクリエーション機能、防災・減災機能、景観

形成機能、生物多様性確保機能）強化に配慮した、みどりのまちづくりを進めます。 

■ 環境保全機能 

：適切な維持管理による上質なみどりの保全・創出。 

■ レクリエーション機能 

：公園・ポケットパーク等への遊具設置。 

  快適な遊歩道・緑道の整備。 

■ 防災・減災機能 

：耐火性ある樹木の植栽・生垣化や公園への防災施設の導入。 

   崖地等の樹林地の適正な管理。 

■ 景観形成機能 

：農地・屋敷林等の適切な維持管理による田園景観の保全。 

街路樹や民有地緑化などによる身近なみどりの創出。 

■ 生物多様性確保機能 

：街路樹や花壇・植え込みへの植栽などによる連続したみどりの確保。 

樹林地など一団のみどりの保全。 

 

  

施策方針２－４ 公園・緑地等の維持・活用 

公園・緑地等は、町民のレクリエーションの場としての機能や、災害時の避難場所・

延焼防止等の役割を担っています。子どもからお年寄りまで幅広い世代の方々が快適に

利用できるよう、適切な維持管理を行います。 

＜誰もが使いやすい公園＞ 

＜健康器具＞ 
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施策① 多様な主体による管理の検討 
公園・緑地や街路樹など身近なみどりの維持管理にお

いては、町民の愛着を育み、利用促進につなげることを

目的に、町民やボランティア、町内会・自治会等との協

働による維持管理を検討・実施していきます。 

狭山丘陵やさやま花多来里の郷、樹林地などにおいて

は、東京都との調整をはかりながら、自然保護団体やボ

ランティア等との連携による維持管理・保全活動の支援

を行っていくほか、技術指導のもと町民との協働活動が

実現できる維持管理方策について検討します。 

また、公園の質や利便性の向上をはかるため、維持管

理に係る民間事業者の参入や民間資金投入など公民連

携による公園整備・管理の導入についても検討します。 

 
 

  

＜さやま花多来里の郷＞ 

施策方針２－５ 新たな維持管理体制の導入 

町内のみどりの維持管理にあたっては、それぞれに適した方策を検討し、行政・町民・

企業等多様な主体が協働でまちのみどりを守っていけるような体制を導入します。 

＜狭山丘陵＞ 
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基本方針３ みどりをつなげる 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

施策① 道路沿道の緑化の推進 
道路の新設や既存の主要道路の改修時など可能な限

り歩道を設置するとともに、街路樹等による沿道の緑化

を推進し、連続性のあるみどりの創出に努めます。 

 
 

施策② 河川の保全・活用 
東京都が設置した残堀川側面部のフラワーポットを活用して心地よい河川環境を創出でき

るよう、東京都に対して活用について要望していきます。 

また、河川の水とみどりの連続性によって形成される豊かな自然環境は、多様な生物の生

息地・移動ルートとしての機能も発揮することから、河川および河川周辺のみどりの保全に

努めるとともに、人々の潤いある生活を支える景観資源としての維持管理や活用策を検討し

ます。 

 
 

  

施策方針３－１ 水とみどりのネットワークの形成 

道路沿道や河川とその周辺など、連続したみどりを総術し、狭山丘陵をはじめとした

町内に点在する公園等のみどりとのネットワークの形成に努めます。 

基本方針３ みどりを つなげる 

＜街路樹＞ 
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施策① みどりとのふれあい環境づくり 
「水・緑と観光を繋ぐ回廊計画」にもとづく、回廊ルートの設定や町内の自然・観光資源

を示した案内サイン設置・マップの作製、ビオトープ＊や遊歩道の整備等について、推進・活

用をはかります。 

 
 

施策② 親水スポットの整備 
残堀川沿いなどについては、水と親しむとともに休

憩ができる親水スポットの整備と、安全な利用環境を維

持するための適切な維持管理の実施について検討しま

す。 

町内にある歴史的・文化的に貴重な狭山池や丸池とい

った池については、良好な水辺空間として今後とも保全

し、親水レクリエーション空間としての利用をさらに推

進していきます。 

 

 

  

施策方針３－２ 居心地がよい空間の形成 

まちの豊かな自然資源を知り、身近に感じてもらえるよう、訪れた人々が水やみどり

とふれあえる場・環境づくりを進めます。 

＜狭山池公園のあずまや＞ 
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基本方針４ みどりをふやす 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

施策① 公園の緑化の推進 
「瑞穂町宅地開発等指導要綱」にもとづき、公園面積の 20％以上の植栽確保を指導してい

きます。また、今後ともこの水準を維持するとともに、公園の目的や周辺環境との調和等に

配慮した緑化を進めます。 

 
 

施策② 郷土の自然に調和した公園づくり 
公園の整備や質的向上にあたっては、郷土樹種＊や野

生生物の好む樹種などによる緑化を推進し、町の自然と

調和した公園づくりをめざします。 

「瑞穂町自然保護等指針」にもとづき、町在来の自然

環境や景観を保護するための施策を体系的に整理し、年

度ごとの進捗を管理していきます。 

 
 

  

施策方針４－１ 公共公益施設の緑化 

来町者や町民などまちに訪れた人々を受け入れ、みどり豊かで快適なまちの印象を持

たせるため、公園・広場等のほか、駅や役場等の公共公益施設の緑化を推進します。 

基本方針４ みどりを ふやす 

＜ビューパーク＞ 
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施策③ 公共公益施設の緑化の推進 
小・中学校における校庭芝生について、今後は適正な

維持管理を行い、子どもたちが安全に過ごせる空間維持、

ヒートアイランド現象の緩和をはじめとした環境問題

への対応に努めます。 

美しい街並みづくりを先導的に進める役割の強化や、

周囲への緑化意識啓発等のため、庁舎をはじめとした公

共公益施設の緑化を推進します。 

箱根ケ崎駅周辺や今後新駅が予定されている駅周辺

においては、町の顔となることから、玄関口としてふさ

わしい魅力的な空間づくりを目指した緑化の推進、生き

生きとして華やかな植栽の維持に努めます。 

 
 

施策④ 町民参加による緑化の推進 
町の施設や街路樹・花壇などの緑化にあたっては、町

への誇りや愛着を育むため、小・中学校や町内会・自治

会等と連携した町民参加による緑化活動の実施など、協

働による取組を推進します。 

 
 
 

  

＜校庭芝生＞ 

＜町内学校との協働管理＞ 

＜ポールズスカーレット（駅西口）＞ 
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施策① 地域性にあわせた緑化の推進 
住宅地・工業地などそれぞれの地域に根ざした美しい街並みづくりを進めるため、緑地協

定＊や建築協定＊、地区計画などの導入を検討します。 

田園集落が広がる地域では、郷土環境を形成する豊かな自然を可能な限り後世に残し、引

き継いでいきます。 

工業地においては、騒音などの公害や災害発生時の危険防止、良好な工業地の景観形成の

ため、「工場立地法」などにもとづく緑化の指導に努めます。 

 
 

施策② 新市街地における緑化の推進 
新たに市街地となる地区においては、町の自然環境と調和した快適で美しい街並みづくり

を進め、維持していくために、緑地協定や地区計画などの導入を検討します。 

また、雨水浸透機能等をはじめとしたグリーンインフラの導入についても検討します。 

 
 

施策③ 町民による緑化活動への支援 
新築、改築、宅地開発等が行われる際には、町民や企業などに対し、「瑞穂町宅地開発等指

導要綱」にもとづく適切な緑化指導を行います。 

住宅地においては、生垣設置補助金制度を活用した敷地境界部における生垣の新設やブロ

ック塀の生垣化などを進めます。 

また、特に良好な緑地等については、日本公園緑地協会等の表彰制度を活用し、評価して

いきます。 

 

  

施策方針４－２ 民有地の緑化 

みどり豊かで彩りあるまちなかを形成するため、住宅地や工業地など地域の特徴にあ

わせた民有地内のみどりの創出について、町民・企業等と連携した取組を推進します。 
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基本方針５ みどりを広げるしくみを整える 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

施策① ＰＲの実施 
観光情報サイト・ＳＮＳ＊等を活用した季節の草花や瑞穂町の自然環境等についての情報

発信・ＰＲを行います。 

壁面緑化、屋上緑化、ベランダ緑化など町民が主体となる身近な緑化については、広報や

パンフレットなどを通して緑化の必要性や有効性等についての周知に努めます。 

郷土資料館での「瑞穂の自然と歴史」の展示をはじめとして、駅や公共施設等における紹

介展示等の設置・管理を行います。 

身近なみどりに興味・愛着をもってもらうため、公園の樹木や大樹に樹木名や木の性質な

どを紹介するプレートの設置を進めます。 

 
 

施策② 教育の推進 
町の自然にふれ・学ぶ機会として、農業体験や自然体

験のできる体験学習の実施や学識経験者・地元ボランテ

ィア等による勉強会の実施等を検討します。 

自然の大切さやみどりの必要性について、正しい知識

を育むため、みどりに関する副読本の作成を検討します。 

 
 

  

施策方針５－１ みどりの普及・啓発の推進 

まちの自然やみどりに関する取組などを発信し、町民の興味・愛着・緑化意識の醸成

に努めるとともに、次世代を担う子ども達のみどりに対する認識を高めるため、学校に

おけるみどりの教育を推進します。 

基本方針５ みどりを 広げるしくみを整える 

＜小学生による花植え＞ 
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施策③ みどりにふれる機会の創出 
町にあふれる樹木や野草などのみどりや、そこに生息する生きものの営みなどを学ぶ観察

会等の開催を検討します。 

産業まつり等の既存イベントと連携した緑化のＰＲ、郷土資料館等の公共施設で町の自然

を伝える展示の実施等、みどりと親しむための工夫を取り入れたイベント等の開催を検討し

ます。 

また、町民個人で育てたみどりを広報誌等で紹介するなど、みどりを知り、ふれる機会の

拡大に努めます。 

 
 

施策④ 町民の緑化意識の啓発 
みどりに関する情報や技術の普及など、みどりに対す

る町民の相談対応を行います。 

町制記念など町にとって喜ばしいことがあったとき

には、町・みどりの発展や成長を象徴するものとして記

念樹の植栽を検討します。 

また、苗木や花の種などの配布を行うことにより、み

どりを育てることの楽しさを知ってもらい、緑化意識の

向上をはかります。 

 
 

  

＜産業まつりでの苗木配布＞ 
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施策① 町民参加のためのしくみづくり 
公園の整備に際しては、その計画づくりの段階から町民参加を検討し、長く愛される、町

民のニーズにあった特色ある公園づくりを進めていきます。 

みどりを維持管理する「公園ボランティア制度」の運用、シルバー人材センターの活用や

町内会・自治会等との協力体制の強化など、みどりの維持管理に関するしくみづくりを検討

します。 

また、建物の新築や増・改築などで行き場のなくなった樹木などを希望者に仲介して、引

き続き育ててもらうグリーンバンク制度（仮称）の構築を検討します。 

 
 

施策② 担い手となる町民や活動団体の育成・支援 
みどりをつくり、まもり、育てる活動を行う団体の育成やその活動への支援を行っていく

しくみづくりを検討します。 

また、みどりのアドバイザー（技術指導員）の育成に向けた、情報提供・知識や技術習得

の機会の充実等をはかります。 

ケーブルテレビ等のメディアと連携し、みどりの活動団体等のＰＲを行うなど、瑞穂町の

みどりのまちづくり活動に対する認知度の向上に努めます。 

 
 
 

  

施策方針５－２ 町民によるみどりのまちづくりの推進 

長く愛され、生き生きとしたみどりあるまちの実現に向け、町民や活動団体等のニー

ズを取り入れた整備・維持管理を推進するためのしくみ・制度を検討します。 
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施策① 財源の充実 
平地林などの公有地化や緑地の保全・育成および緑化の推進、町民意識の啓発や高揚をは

かるため、「瑞穂町緑の基金」や東京都の助成金等を有効に活用します。 

 
 

施策② 緑化推進体制の強化 
多様な主体が自らの役割を理解し、豊かなみどりのまちづくりを推進していくため、行政

と町民、企業などの協働による緑化推進組織・検討会議等の設立について検討していきます。 

また、みどりに関する施策の推進体制を確立し、スムーズな取組を展開していくため、庁

内関係各課との連携を強化していきます。 

 
 

施策③ みどりの調査・研究 
本計画を適正に運用し、みどりの将来像実現に向けた継続的で効果的な施策の実施をはか

るため、定期的に本計画内容の進捗管理を行うとともに、みどりの実態調査や野鳥・動植物

の生息状況の調査等を行い、経年変化の把握に努めます。 

また、緑地の保全や緑化の手法等について、新たな制度・支援策等の導入検討を含め調査・

研究を行います。 

 
 
 
  

施策方針５－３ 支援体制の構築 

本計画にもとづくみどりのまちづくりを推進するため、財源確保や施策展開のための

庁内体制などを構築します。 
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４－３．都市公園の整備・管理の方針 

（１）整備の方針 

現在、町内には都市公園（住区基幹公園、広域公園、都市計画緑地・都市緑地）が 56か所、

ポケットパーク等を含め 122.1haの公園面積があります。住民一人当たりが占める都市公園の

敷地面積は 5.6㎡／人であり、「瑞穂町都市公園条例」で標準と定めている 10㎡／人には満た

ない状態にあります。また、町内の市街化区域内では、殿ケ谷地区周辺に都市公園が少ない状

態にあります。 

しかし、殿ケ谷地区や箱根ケ崎駅西地区では土地区画整理事業が実施中であり、今後、事業

による新たなまちづくりを通じて街区公園を中心とした都市公園が整備される計画であり、同

地区には事業完了後、都市公園の充実がはかられます。 

今後、開発行為による公園の設置については、適正な規模・配置となるよう計画・指導して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜都市公園の分布図＞ 

栗原地区（準備中） 

西平地区（構想中） 
箱根ケ崎駅西地区 
（事業中） 

西部地区（完了） 

殿ケ谷地区（事業中） 

武蔵地区 
（構想中） 

※市街地整備は概ねの範囲を示しています。 
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（２）管理の方針 

町内の都市公園については、以下に示す方針に従って公園の管理を実施していきます。 

◆遊具や建築物等の公園施設は、定期的な点検を実

施し、安全性の確保や機能の維持をはかりつつ、

「瑞穂町公共施設等総合管理計画」や町内の管理

基準にもとづき、管理費の縮減や平準化をはかり、

計画的な改修・更新を行うことで適正な管理を推

進します。 

◆園内の樹木は、公園利用者が緑陰で憩える場を提

供するほか、良好な景観を形成します。一方で、大

径木は園内への見通しを妨げることで防犯面や、

老木や腐朽木の倒木による安全面が低下する恐れ

もあることから、樹齢を考慮した適正な管理を推

進します。 

◆大規模な公園の管理は、多様な利用者ニーズへの

対応や効率化、経済性を見据えて指定管理者制度＊

等の民間活力を導入した管理を推進します。また、

野山北・六道山公園は、町管轄部について適正な管

理を推進するほか、東京都の実施する管理に対し

て協力します。 

 

 

 

 

  

＜公園遊具の点検＞ 

＜下師岡公園＞ 

＜みずほエコパーク＞ 
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４－４．緑化重点地区・保全配慮地区 

（１）緑化重点地区 

① 緑化重点地区の概要 

緑化重点地区は、都市緑地法第 4条第 2項第 8号で「緑化地域以外の区域であって重点的に

緑化の推進に配慮を加えるべき地区」と規定されています。 

そのため、本計画で設定した「みどりの将来像」や「みどりの将来構造」、「みどりの基本方

針」等を踏まえ、「将来像実現のための取組」に定めた諸施策にもとづき、緑地の整備や緑化等

を重点的に推進する地区を緑化重点地区として設定します。 

② 緑化重点地区指定の考え方 

緑化重点地区は、町が今後も継続的に緑の保全、創出、活用に積極的に取り組んでいくこと

から、みどりの将来構造で「みどりの創出ゾーン」に設定した以下の地区を位置づけます。 

  

殿ヶ谷 
土地区画整理事業 

箱根ケ崎駅西 
土地区画整理事業 

箱根ケ崎駅周辺 

 

＜緑化重点地区位置図＞ 
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地区概要 
箱根ケ崎駅は、鉄道による町の玄関口であり西口、東口ともに交通の要衝として多くの

町民や来訪者が利用します。みどりの将来構造においても水とみどりのネットワーク軸を

構成する施設として位置づけられています。 

緑化の方向性 
・現在の駅前は、西口、東口ともにロータリーが設置してあり、ロータリーへの緑化がは

かられている状況にあります。 

・今後もこうしたみどりを適正な管理を通じて維持していくとともに、駐車場や民間商業

施設等においては敷地内の積極的な緑化を推進してもらえるよう働きかけていきます。 

・なお、西口に計画されている未着手の公園 3か所については、着工に向けて取り組んで

いきます。 

・特に、重点整備に位置づけられている稲荷ヶ丘公園については、早期に着工していきま

す。 

 

 

 

 

地区概要 
箱根ケ崎駅に隣接し、町の中心市街地を形成する地区となっていますが、都市基盤が未

整備な箇所について、道路や公園等の整備を推進することで宅地の利用増進をはかり、宅

地の利用増進と駅周辺の活性化、健全な市街地の形成を目的として、土地区画整理事業が

施行されている地区です。 

緑化の方向性 
・土地区画整理事業の実施により、公園の整備等を通じて事業地区内において計画的に緑

化をはかっていきます。 

・新たに整備される道路については、十分な幅員のある歩道に対し街路樹や花壇・植え込

みを整備することで緑化をはかっていきます。 

・前述したとおり、重点整備に位置づけられています稲荷ヶ丘公園については、事業内に

おいて早期に着工していきます。 

 

  

箱根ケ崎駅周辺 

箱根ケ崎駅西土地区画整理事業 
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地区概要 
本地区は、主として工業系開発が進展しつつある地域であり、今後も町の産業基盤を担

う工業ゾーンと一部の住宅ゾーンとして位置づけられています。主要地方道新宿青梅線（新

青梅街道）を主とする自動車交通の利便性を反映し、地区周辺に大規模な工場等が立地し

ており、今後も都市的な土地利用が計画されている中、市街地基盤の整備改善と環境整備

を目的に土地区画整理事業が施行されている地区です。 

緑化の方向性 
・土地区画整理事業の実施により、公園の整備等を通じて事業地区内において計画的に緑

化をはかっていきます。 

・新たに整備される道路については、十分な幅員のある歩道に対し街路樹や植え込みを整

備することで緑化をはかっていきます。 

・本事業地区内には、未着手の公園が 3 か所あります。これらの公園については、着工に

向けて取り組んでいきます。 

・特に、一本榎公園については重点整備に位置づけられています。 

 

  

殿ヶ谷土地区画整理事業 
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（２）保全配慮地区 

① 保全配慮地区の概要 

保全配慮地区は、都市緑地法第 4条第 2項第 6号で「緑地保全地域、特別緑地保全地区及び

生産緑地地区以外の区域であって重点的に緑地の保全に配慮を加えるべき地区」と規定されて

います。 

具体的には風致景観の保全や自然生態系の保全のほか、都市住民の自然とのふれあいの場の

提供等の観点から、みどりが形成する環境が広がる地区を保全配慮地区として設定します。 

② 保全配慮地区指定の考え方 

瑞穂町では、町民の快適な生活環境の形成を

目指し、市街地を中心としたまちなかの緑化が

はかられています。 

一方で、市街化調整区域については、農地の

ほか、狭山丘陵を中心とした貴重な林野が広が

っており、生態系の観点からも貴重なみどりの

環境が形成されています。 

そこで、瑞穂町の保全配慮地区は、みどりの

将来構造においてみどりの保全ゾーンに設定

した、開発区域を除く市街化調整区域全域とし

ます。 

保全の方向性 
・農地の保全… 

新たな担い手の確保や意欲の高い農家への農地集積により、農振除外・農地転用を極力抑

え、農地の減少を食い止めます。 

・林野の管理… 

狭山丘陵は東京都と連携した適正な管理に協力するとともに、平坦地に分布する貴重な林

野については所有者が実施する管理に対し町や関係機関により支援を実施し、所有者の管理

負担の軽減をはかります。 

・水辺の保全… 

狭山丘陵内の湧水池や湿地については町民との連携・協働による保全・管理を推進します。  

＜保全配慮地区位置図＞ 
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第 章 計画の実現に向けて 

５－１．推進体制 
本計画の推進にあたっては、町民・各種取組団体・民間事業者・町の多様な主体がそれぞれ

の役割を理解し、協働・連携により取り組んでいくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ■ 町内の緑化の推進 
■ 公園・緑地等の維持管理 
■ 継続的なみどりの状況把握 
■ 町民活動の支援 
■ 庁内の連携強化 
■ 国・東京都・他自治体等との連携・調整  
■ みどりにふれる機会の提供 
■ みどりに関する情報発信  等  

■ 敷地内の緑化の推進 
■ 身近なみどりの維持管理 
■ 公園・緑地等の積極的な利用 
■ みどりに関するイベント等への参加 
■ みどりへの理解を深める  等 

■ 事業所内の緑化の推進 
■ 事業所内および周辺環境に配慮した 
みどりの保全 

■ みどりを通じた社会貢献活動の実施 
■ みどりに関するイベント等への参加・
支援  等 

■ 町内の緑化の推進 
■ 樹林地、公園・緑地等のみどりの 
保全・維持管理 

■ モニタリング調査 
■ 講習会の開催等による担い手の育成 
■ みどりに関するイベント等の実施  

等 

町民 各種取組団体 

民間事業者 町 

瑞穂町 

協働・連携 
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５－２．進捗管理 
継続して取組を進めていくため、【計画（Plan）／実践（Do）／点検・評価（Check）／見直

し（Action）】からなる【PDCA サイクル】にもとづき、的確な進捗管理を実施していきます。 

本計画は、概ね 20年後の令和 22年度（2040年度）を目標年次としていますが、概ね 5年

ごとに【進捗確認】として施策の進捗状況の確認・評価、中間年次となる令和 12年度（2030

年度）に【中間見直し】として計画全体の進捗状況の確認・評価、計画内容の見直しを行いま

す。 

なお、社会状況の変化や上位計画における方針転換などがあった場合には、必要に応じて適

宜内容の見直しを行います。 

 

  

Plan 
（計画） 

Do 
（実践） 

Check 
（点検・評価） 

Action 
（見直し） 

PDCAサイクルに 

もとづく計画の進捗管理 

■本計画の策定 

■本計画に沿った 
取組の実施 

■進捗状況の確認・評価 
【進捗確認】概ね 5年ごと 

【中間見直し】中間年次：令和 12年度（2030年度） 
【全体見直し】目標年次：令和 22年度（2040年度） 

■評価結果を踏まえ、 
計画内容の見直し 
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資料編 

 

１．策定経過 

（１）瑞穂町緑の基本計画改定庁内検討委員会 

回数 開催日 議題 

第1回 令和3年 8月13日 

 
１ 委員辞令交付  
２ 瑞穂町緑の基本計画の改訂について 
  ・これまでの経緯 
  ・改定のポイント 

・現行計画の進捗状況及び新規施策（各課への調査結果） 
３ 今後のスケジュールについて    
 

第2回 令和3年10月28日 

 
１ 瑞穂町緑の基本計画（素案）【第1章～第3章】の内容確

認に関する留意事項 
２ 意見シートの提出について 

※【書面開催】各委員へ上記資料を送り、意見集約を実施 
 

第3回 令和3年12月10日 

 
１ 瑞穂町緑の基本計画（素案）【第1章～第5章】の内容確

認に関する留意事項 
２ 意見シートの提出について 

※【書面開催】各委員へ上記資料を送り、意見集約を実施 
 

第4回 令和4年 2月●日 
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（２）パブリックコメント 

期間 意見数 

令和4年2月4日 ～ 令和4年2月17日  

 

 

（３）瑞穂町緑の基本計画改定庁内検討委員 

No. 委員会役職 職名 

1 委員長 都市整備部長 

2 副委員長 都市整備部建設課長 

3 委員 住民部地域課長 

4 委員 住民部環境課長 

5 委員 福祉部福祉課長 

6 委員 都市整備部都市計画課長 

7 委員 教育部図書館長 
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（４）瑞穂町緑の基本計画改定庁内検討会議要綱 

 

（設置） 

第１条 瑞穂町緑の基本計画（以下「基本計画」という。）を改定 

するため、瑞穂町緑の基本計画改定庁内検討会議（以下「検討会議」という。）を設置する。 

 (定義) 

第２条 この要綱において「課等」とは、瑞穂町議会事務局設置条例（昭和５２年条例第４１号）

第１条に規定する事務局、瑞穂町組織規則（平成２０年規則第９号）第２条に規定する課、瑞穂

町会計管理者の補助組織規則（平成１９年規則第２４号）第２条第 

１項に規定する会計課、瑞穂町教育委員会事務局処務規則（平成 

２５年教育委員会規則第２号）第２条第１項に規定する課及び瑞穂町図書館処務規則（平成２５

年教育委員会規則第３号）第２条に規定する図書館をいう。 

（所掌事項） 

第３条 検討会議は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる事項を調査し、及び検討し、町

長に報告する。 

（１）基本計画の策定に伴う事業の把握、調査等に関すること。 

（２）基本計画の全体構想及び地区別構想に関すること。 

（３）基本計画の実現方策の検討に関すること。 

（４）前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認めること。 

（組織） 

第４条 検討会議の委員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。 

（１）都市整備部長 

（２）都市整備部都市計画課長 

（３）都市整備部建設課長 

（４）住民部地域課長 

（５）住民部環境課長 

（６）福祉部福祉課長 

（７）教育部図書館長 

 （座長及び副座長） 

第５条 検討会議に座長及び副座長１人を置き、座長に都市整備部長を、副座長に都市整備部建

設課長をもって充てる。 

２ 座長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副座長は、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、座長を補佐し、その職務を代

理する。 

令和３年７月２０日 
訓 令 第 ６ 号 
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 （会議） 

第６条 検討会議の会議は、必要に応じて座長が招集し、議長となる。 

２ 委員が出席できないときは、その委員が指名する代理者を出席させることができる。 

３ 座長は、必要があると認めるときは、委員以外の職員に会議への出席を求め、意見を聴くこ

とができる。 

 （策定担当） 

第７条 課等の長は、その課等に所属する係長及び主査のうちから 

１人を策定担当として選任する。 

２ 策定担当は、委員会と課等の連絡調整、所属する課等のとりまとめ等を行うものとする。 

３ 課等の長は、第１項の規定により選任した職員の職及び氏名を座長に報告する。 

４ 課等の長は、第１項の規定により選任した職員が異動したとき、又は事故等によりその職務

を行うことができなくなったときは、速やかに、策定担当を選任し直すものとする。 

５ 前項の規定により選任された職員は、第１項の規定により選任された職員とみなす。 

（庶務） 

第８条 検討会議の庶務は、都市整備部建設課において処理する。 

 （補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、検討会議の運営について必要な事項は、座長が別に定め

る。 

  

  附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、発令の日から起算して１年を超えない範囲内において初めて招集される検討会

議の会議の日から施行する。ただし、次項の規定は、発令の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 第７条の規定により行う検討会議の運営に必要な手続その他の行為は、この訓令の施行の日

前においても行うことができる。 

 （失効） 

３ この訓令は、令和４年３月３１日限り、その効力を失う。 
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２．用語解説 
あ行 

SNS（えすえぬえす） 

 SocialNetworkingService（ソーシャル・

ネットワーキング・サービス）の略称。同じ

Webサイトに登録した利用者同士が交流でき

るWeb上の会員制サービス。 

 

か行 

外来種 

過去あるいは現在の自然分布域外に導入

（人為によって直接的・間接的に自然分布域

外に移動させること）された種（亜種、また

はそれ以下の分類群もこれに準じる）のこ

と。 

観光農園 

観光客に農作物の収穫を体験してもらい、

その収穫物を販売することで対価を得ている

農園のこと。 

郷土樹種 

 もともとその地域に自然に生育している樹

木に対する総称。 

建築協定 

住宅地としての環境や商店街としての利便

を高度に維持増進することなどを目的とし

て、土地所有者等同士が建築物の基準に関す

る一種の契約を締結するときに、公的主体が

これを認可することにより、その安定性・永

続性を保証し、住民発意による良好な環境の

まちづくりを促進しようとする制度。 

 

 

耕作放棄地 

過去１年以上作付がなされず、今後数年の

間に再び耕作される明確な見込みのない農地

のこと。 

 

さ行 

市街化区域 

都市計画法にもとづいて指定された、既に

市街地を形成している区域やおおむね 10年

以内に優先的かつ計画的に市街化をはかるべ

き区域のこと。都市計画区域のうち、既に市

街地になっている区域や公共施設の整備、面

的な整備を行うことにより積極的に市街地を

つくっていく区域。 

市街化調整区域 

都市計画で定められている都市計画区域に

おける区域区分の１つであり、市街化を抑制

すべき区域。 

指定管理者制度 

平成 15年の地方自治法改正により創設さ

れた公の施設の管理に係る制度で、地方公共

団体が指定する者（指定管理者）が公の施設

の管理を行う。 

児童遊園 

児童福祉法第 40条に規定されている、児

童に健全な遊びを与えて、その健康を増進

し、情操を豊かにすることを目的とする屋外

型の児童厚生施設。 
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市民緑地 

都市内に緑とオープンスペースを確保し良

好な生活環境の形成を図るために、土地所有

者や人工地盤・建築物などの所有者と地方公

共団体又は緑地管理機構が契約を締結し、一

定期間住民の利用に供するために設置・管理

する緑地。 

新型コロナウイルス感染症 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

は、SARS-CoV-2と呼ばれるウイルスが原因

で起きる感染症。2019年の終わりごろから

感染が急拡大したのをきっかけに、長期間に

わたって感染拡大を防ぐために、飛沫感染や

接触感染、さらには近距離での会話への対策

をこれまで以上に定着させた日常生活「新し

い生活様式」が求められるようになった。 

侵食谷 

河川や氷河の侵食作用によって形成された

谷で、おもに地殻運動が原因となって生じる

構造谷に対する語。 

新東京百景 

 東京都が「都民の日」(10月 1日)の制定

30周年を記念して選定した、都内に所在する

自然景観、都市景観、名所・旧跡など、訪れ

た人々の心に感動や安らぎを与える景勝地。 

生産緑地制度 

良好な都市環境を確保し、農林漁業との調

整をはかりつつ、都市部に残存する農地の計

画的な保全をはかることを目的として設けら

れた制度。30年間の営農を条件として税制優

遇などが適用される。 

 

生物多様性 

生態系の多様性、種の多様性、遺伝的多様

性という３つの階層で捉えた、生命の豊かさ

を包括的に表した広い概念のこと。 

 

た行 

体験農園 

農家自らが開設し、都市住民に利用しても

らう農園で、農園主のきめ細かい指導のもと

で農業体験を行うもの。 

宅地開発指導要綱 

自治体が宅地開発に対して独自に技術基準

などの取り扱いを定めているもの。 

立川断層 

 関東山地東部から武蔵野台地西部にかけて

分布する断層帯。埼玉県入間郡名栗村から東

京都青梅市、立川市を経て府中市に至る断層

帯で、名栗断層と立川断層から構成されてい

る。全体として長さは約 33km。 

多摩川 50景 

 多摩川への関心を高め河川環境整備の方向

性を探ることを目的として、昭和 59年に多

摩川流域リバーミュージアムが市民投票をも

とに選定した、多摩川の魅力あふれる美しい

風景。 

地区計画 

 都市計画法にもとづき、一定規模の地区を

対象とし、建築物の建築形態、公共施設等の

配置など、それぞれの地区の特性にふさわし

いまちづくりを行うために定められる計画。 
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町民農園 

 高齢者の生きがいづくり、児童・生徒の体

験学習などの多用な目的で、小面積の農地を

利用して野菜や花を育てるための農園のこ

と。 

特別緑地保全地区 

都市における良好な自然環境となる緑地に

おいて、建築行為など一定の行為の制限など

により現状凍結的に保全する制度。 

土砂災害警戒区域 

 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律」にもとづいて指

定・告示された区域のこと。急傾斜地の崩壊

等が発生した場合に住民などの生命または身

体に危害が生ずるおそれがあると認められる

区域で、土砂災害を防止するために警戒避難

体制を特に整備すべき土地の区域のこと。 

土砂災害特別警戒区域 

 警戒区域のうち、土砂災害が発生した場

合、建築物に損壊が生じ住民の生命または身

体に著しい危害が生ずるおそれがあると認め

られる土地の区域で、一定の開発行為の制限

や居室を有する建築物の構造が規制される土

地の区域のこと。 

土地区画整理事業 

土地区画整理法にもとづき、都市計画区域

内の土地について、公共施設の整備改善およ

び宅地の利用の増進をはかるために行われる

土地の区画形質の変更や公共施設の新設また

は変更に関する事業。 

 

 

 

な行 

農地中間管理機構 

 平成 26年度に全都道府県に設置された

「信頼できる農地の中間的受け皿」となる組

織であり、農用地等を貸したいという農家

（出し手）から、農用地等を借りたいという

担い手(受け手)への貸付けを行う。 

 

は行 

Park-PFI（ぱーくぴーえふあい） 

 飲食店、売店等の公園利用者の利便の向上

に資する公募対象公園施設の設置と、当該施

設から生ずる収益を活用してその周辺の園

路、広場等の一般の公園利用者が利用できる

特定公園施設の整備・改修等を一体的に行う

者を、公募により選定する制度であり、都市

公園に民間の優良な投資を誘導し、公園管理

者の財政負担を軽減しつつ、都市公園の質の

向上、公園利用者の利便の向上を図る新たな

整備・管理手法である。 

バリアフリー 

「バリア（障壁）」を「フリー（のぞく）」、

つまり障壁となるものを取りのぞくことで生

活しやすくしようという考え方のこと。 

ヒートアイランド現象 

郊外に比べ、都市部ほど気温が高くなる現

象のこと。 

ビオトープ 

 ドイツ語の合成語で「いろいろな野生の生

きものが暮らせる場所」を意味する。 
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ポケットパーク 

道路整備や交差点の改良によって生まれた

小さなスペースに、ベンチを置くなどして作

った小さな公園。 

 

ま行 

みずほ 10景 

瑞穂町らしい景観を知ることで町の良さを

再発見してもらうため、平成８年に瑞穂町が

実施したアンケート調査により選定された、

町の代表的な景観資源。 

 

や行 

遊休農地 

 耕作の目的に供されておらず、かつ、引き

続き耕作の目的に供されないと見込まれる農

地のこと。 

ユニバーサルデザイン 

 あらかじめ、障がいの有無、年齢、性別な

どにかかわらず、多様な人々が利用しやすい

よう都市や生活環境をデザインする考え方。 

 

ら行 

緑地協定 

都市緑地法第 45条にもとづき、土地所有

者等の合意によって緑地の保全や緑化にかん

する協定を締結する制度。 

緑地保全地域 

 都市緑地法第 5条にもとづき、豊かな緑を

未来へ継承するために、都市において良好な

自然的環境を形成している緑地を指定するも

の。建築行為など一定の行為の制限がかかる

が、税金の優遇等により樹林地を所有する負

担を軽減することができる。 
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